
30 （単位：千円、人、％）

教育公務員 臨時職員 合計

決算額(千円)
住基人口

一人あたり額(円)
決算額(千円)

住基人口
一人あたり額(円)

847,423 102,918 1,935,658 235,081 4,237,008
歳 入 総 額 30

892,666

81,393 9,885 1,311,833 159,319 1,330,428 （ア）の額 5,035,351

1,485 180 533,780 64,826 5,567,436
歳 出 総 額

1,124,473

2,434 296 983,104 119,396 （イ）の額

2,038 248 982,905 119,372 845,243

154,306 18,740 199 24 836,865 0.175

15,844 1,924 3,452,542 419,303 99.0 0.177

21,101 2,563 1,295,757 157,367

1,458 177 71,778 8,717 2.8% 
実 質 収 支

4,770,520 579,368 1,438,866 174,747 10.4% （ｃ）

普 通 交 付 税 4,237,008 514,575 20,085 2,439 12.5% 

特 別 交 付 税 533,512 64,794 46,406 5,636 12.1% 

1,468 178 10,790 1,310 11.6% 

5,899,470 716,477 1,038,788 126,158 0.3% 3,647,842

46,440 5,640 0 0 0.8% 繰 上 償 還 金 2,100 196,909

113,109 13,737 1,059,475 128,671 0.1% 2,487,204

40,777 4,952 0 0 0.4% 5,413,209

587,234 71,318 654,469 79,484 2,777,013

622,056 75,547 補 助 事 業 費 269,317 32,708 0

93,856 11,399 単 独 事 業 費 341,534 41,479 確 定

5,622 683 そ の 他 43,618 5,297

792,310 96,224 405,006 49,187

519,330 63,071 0 0 1,968,411

147,768 17,946 (c)／(a)

543,600 66,019

9,411,572 1,143,013 8,414,402 1,021,909

普通会計決算の概要

徴 収 率

計（ａ）

区 分

久万高原町

Ⅱ―０

平成 30 年度

区 分

歳

出

地 方 税

地 方 消 費 税
交 付 金

自 動 車 取 得
税 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所
得 割 交 付 金

歳

入

（ 一 般 財 源 計 ）

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

ゴ ル フ 場 利
用 税 交 付 金

地 方 交 付 税

地方特例交付金等

内

訳

財 産 収 入

合 計（ア）

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

標 準 財 政 規 模 収 支 状 況

税収入状況（現年課税分）

公 債 費 比 率 等 の 状 況

歳入歳出差引

332,770

普 通 交 付 税

（ 小 計 ）

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

災 害復 旧事 業費

失 業対 策事 業費

投 資 的 経 費

う ち 一 部
事 務 組 合

投 資 出 資 貸 付 金

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

物件の購入等

債 務 負
担 行 為
額 （ 翌
年 度 以
降 支 出
予定額)

合　計（イ）

△ 379,177

未 定

136,885

17,899

8,414,402
標 準 税 収 入 額 C

実 質 収 支 比 率

年
度

経 常 収 支 比 率

平成30年度当初予算規模

財政力指数  (3ヶ年平均)

　    〃 　   （単年度）

減 債 基 金

その他特定目的

政 府 資 金

実質的なもの

そ の 他

元 利 償 還 調 定 済 額

物 件 費

536,061

財政調整基金

う ち 職 員 給

人 件 費

扶 助 費

指　　　　　　数

基準財政収入額 A

基準財政需要額 B
9,411,572

標 準 税 収 入 額 等
(臨時財政対策債含む)

そ の 他

純 収 益 金 （ b ）

(b)／(B)

88.9% 

単 年 度 収 支

経 常 一 般 財 源 比 率

保 証
又 は
補 償

平成30年度実
質赤字額の標
準財政規模に
対 す る 割 合

664,400

96.4% 

積 立 金
現 在 高

地 方 債
現 在 高

財 政 調 整 基
金 積 立 金

8,036,178

11.9% 

団体名 面 積

公 債 費

997,170

17

翌年度へ繰り
越すべき財源

収 入 済 額一 時 利 子

類 型 Ｈ 31.3.31 住 基 人 口 583.69k㎡

8,447

8,234

Ｈ 27 年 国 調 人 口

24044 0

職 員 数

一般職員数

うち技能労務員

10

消防職員

179

財 政 調 整 基
金 取 崩 し 額

実 質 単 年
度 収 支

平成30年度の標準財
政規模に対する収益
金 の 割 合

基 準 財 政 需 要
額 に 対 す る 収
益 金 の 割 合

30 年 度

３ ヶ 年 平 均

(b)／(a)

公 債 費 比 率

収 益 事 業 状 況

実
質
公
債
費
比
率

起
債
制
限
比
率

28 年 度

29 年 度

30 年 度

３ ヶ 年 平 均

28 年 度

29 年 度


